
（日本中央競馬会定款－1－） 

日本中央競馬会定款 

（昭和29年９月16日 設定） 

変更  昭和31年９月１日 

昭和32年１月１日 

昭和33年10月４日 

昭和40年７月１日 

昭和41年７月７日 

昭和53年12月７日 

平成３年９月13日 

平成16年12月22日 

平成19年８月31日 

平成27年７月17日 

平成27年10月19日 

平成28年３月22日 

令和８年２月４日 

令和８年９月１日 

第１章  総則 

第１条 本会は、競馬法（昭和23年法律第158号）に基いて中央競馬を行い、もつて競馬の

健全な発展を図つて馬の改良増殖その他畜産の振興に寄与することを目的とする。 

第２条 本会は、日本中央競馬会法（昭和29年法律第205号。以下「法」という。）により設

立された法人であつて、日本中央競馬会と称する。 

第３条 本会は、主たる事務所を東京都港区に置く。 

第４条  本会の資本金は、49億2,412万９千円とし、政府がその全額を出資する。 

第５条  本会の公告は、官報又は本会の発行する会報に掲載して行う。 

第６条  本会は、本会の解散について定めた法律の規定によるのでなければ、解散しない。 

第２章  管理 

第６条の２ 本会に経営委員会を置く。 

第６条の３ 経営委員会は、本会の経営の基本方針及び目標その他その業務の運営の重要事

項を決定する。 

２ 次に掲げる事項は、経営委員会の議決を経なければならない。 

(1) 予算及び事業計画

(2) 決算

(3) 定款の変更

(4) 規約の制定及び変更

(5) 役員及び職員の給与に関する規程の制定及び変更

(6) その他経営委員会が特に必要と認める事項
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３ 経営委員会は、本会の経営の目標の達成状況の評価を行う。 

４ 経営委員会は役員（監事を除く。）の職務の執行を監督する。 

第６条の４ 経営委員会は、農林水産大臣が任命した委員６人及び理事長で組織する。 

２ 経営委員会に委員長１人を置き、委員の互選により選任する。 

３ 委員長は、経営委員会の会務を総理する。 

４ 経営委員会は、あらかじめ、委員のうちから、委員長に事故がある場合に委員長の職務

を代理する者を定めておかなければならない。 

第６条の５ 経営委員会の委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

２ 経営委員会の委員は、再任されることができる。 

第６条の６ 経営委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、経営委員会を構成する者の総数の３分の１以上が審議すべき事項を示して経

営委員会の招集を請求したときは、その請求のあつた日から２週間以内に、経営委員会を

招集しなければならない。 

第６条の７ 経営委員会は、委員長又は第６条の４第４項に規定する委員長を代理する者の

ほか、委員及び理事長のうちから３人以上が出席しなければ、会議を開き、議決をするこ

とができない。 

２ 経営委員会の議事は、出席者の過半数をもつて決する。可否同数のときは、委員長が決

する 

３ 経営委員会は、本会の役員又は職員をその会議に出席させて、必要な説明を求めること

ができる。 

４ 前３項に定めるもののほか、経営委員会の会議に関し必要な事項は、経営委員会が定め

る。 

第６条の８ 理事長は、経営委員会が役員の給与に関する規程の制定及び変更について議決

するときは、その議事に加わることができない。 

第７条  本会に、役員として、理事長１人、副理事長１人、理事10人（うち３人以内を常務

理事とする。）及び監事３人を置く。 

第８条  理事長は、本会を代表し、その業務を総理する。 

２  副理事長は、理事長の定める事項に関して本会を代表し、理事長を補佐して本会の事務

を掌理し、理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、その職務を代行する。 

３  常務理事は、理事長の定める事務に関して本会を代表し、理事長及び副理事長を補佐し

て本会の事務を掌理し、理事長及び副理事長がともに欠けたとき又は事故があるときは、

理事長があらかじめ定めた順位に従い、理事長の職務を代行する。 

４  常務理事でない理事は、理事長の定める事務に関して本会を代表し、理事長及び副理事

長を補佐して本会の事務を掌理し、理事長、副理事長及び常務理事がいずれも欠けたとき
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又は事故があるときは、理事長があらかじめ定めた順位に従い、理事長の職務を代行する。 

５  監事は、本会の業務を監査する。 

６  監事は、監査の結果に基づき、必要があると認めるときは、経営委員会、理事長又は農

林水産大臣に意見を提出することができる。 

第９条  理事長及び監事は、農林水産大臣が任命する。 

２  副理事長及び理事は、経営委員会の同意を得て、理事長が任命する。 

３  常務理事は、理事長が命ずる。 

第10条     理事長及び副理事長の任期は、３年とする。 

２  理事及び監事の任期は、２年とする。 

３  第６条の５第１項ただし書及び第２項の規定は、理事長、副理事長、理事及び監事につ

いて準用する。 

第11条     理事長、副理事長、理事及び監事は、営利を目的とする団体の役員となり、又は自

ら営利事業に従事してはならない。 

第12条     本会と理事長、副理事長又は理事との利益が相反する事項については、これらの者

は、代表権を有しない。この場合には監事が本会を代表する。 

第13条     本会に理事会を置く。 

２ 理事会は、理事長、副理事長及び理事をもつて構成する。 

３ 理事会は、経営委員会に提出する議案その他本会の業務の執行に関する事項で理事長が

必要と認めるものを決定する。 

４  理事長は、理事会を招集してその議長となり、議事を整理する。 

５  理事会の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

６ 前各項に定めるもののほか、理事会の会議に関し必要な事項は、理事会が定める。 

第14条     本会に運営審議会を置く。 

２  運営審議会は、理事長の諮問に応じ、本会の業務の執行に関する重要事項を調査審議す

る。 

３  理事長は、次に掲げる事項については、あらかじめ、運営審議会の意見を聴かなければ

ならない。 

  (1) 予算及び事業計画 

 (2) 決算 

 (3) 定款の変更 

 (4) 規約（会計に関する規定を除く。）の制定及び変更 

４  運営審議会は、本会の業務の執行につき、理事長に対して意見を述べることができる。 

第15条     運営審議会は、理事長が農林水産大臣の認可を受けて任命した委員10人で組織す

る。 
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２ 運営審議会の委員の任期は、２年とする。 

３ 第６条の５第１項ただし書及び第２項の規定は、運営審議会の委員について準用する。 

第16条     運営審議会は、理事長が招集する。 

２  理事長は、運営審議会の委員の総数の３分の１以上の委員が審議すべき事項を示して運

営審議会の招集を請求したときは、その請求のあつた日から30日以内に、運営審議会を招

集しなければならない。 

第17条     運営審議会に、議長を置く。 

２  議長は、会務を総理する。 

３  議長は、運営審議会において、委員のうちから選挙する。 

４  議長に事故があるとき、又は議長が欠けたときは、あらかじめその指名する委員がその

職務を行う。 

５  運営審議会は、過半数の委員が出席しなければ、会議を開き、及び議決をすることがで

きない。 

６  第13条第５項の規定は運営審議会の議事に準用する。 

７  前各項に定めるもののほか、運営審議会の会議に関し必要な事項は、運営審議会が定め

る。 

第17条   の２ 本会に、理事補佐役８人以内を置く。 

２ 理事補佐役は、理事長、副理事長、常務理事又は理事の命を受け、理事長の定める事務

を行う。 

３ 理事補佐役は、理事長が任命する。 

４ 理事補佐役の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 前項の規定にかかわらず、任期の満了前に退任した理事補佐役の後任として選任された

者の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 第11条の規定は、理事補佐役について準用する。 

第３章  業務 

第18条     本会は、第１条に掲げる目的を達成するため、次の業務を行う。 

(1) 競馬法に規定する中央競馬を実施すること。 

(2) 馬主、馬及び服色を登録すること。 

(3) 調教師及び騎手を免許すること。 

２  本会は、前項に掲げる業務のほか、次の業務を行うことができる。 

(1) 競走馬を育成すること。 

(2) 騎手を養成し、又は訓練すること。 

(3) 競馬法第21条の規定により都道府県又は同法第１条の２第２項の指定市町村の委託

を受けて競馬の実施に関する事務を行うこと。 

(4) その他競馬（馬術競技を含む。）の健全な発展を図るため必要な業務 
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３  前項の場合において、日本中央競馬会法施行規則（昭和29年農林省令第56号。以下「規

則」という。）第２条の４に規定する業務を行おうとするときは、農林水産大臣の認可を

受けるものとする。 

４  本会は、第１項及び第２項に掲げる業務のほか、農林水産大臣の認可を受けて、規則第

２条の７に規定する事業について助成することを業務とする法人に対し、当該助成に必要

な資金の全部又は一部に充てるため、交付金を交付する業務（これに附帯する業務を含む。）

を行うことができる。 

５ 本会は、第１項及び第２項に掲げる業務並びに前項に規定する業務のほか、これらの業

務の円滑な遂行に支障のない範囲内において、農林水産大臣の認可を受けて、本会が保有

する施設又は設備を一般の利用に供し、又は賃貸する業務を行うことができる。 

第18条の２ 本会は、前条に規定する業務のほか、競馬法附則第５条第１項に定める１号給

付金及び２号給付金を交付する業務（以下「給付金交付業務」という。）を行うことがで

きる。 

第18条の３ 理事長は、次に掲げる処分を行おうとするときは、あらかじめ、規則第２条の

９第１項に規定する者の意見を聴かなければならない。 

 (1) 馬主の登録及びその抹消 

 (2) 調教師及び騎手の免許並びにその取消し 

 (3) 前２号に掲げる処分その他本会が行う処分についての審査請求に対する裁決 

第19条     理事長は、毎事業年度の事業計画を農林水産大臣に提出してその認可を受けるもの

とする。これを変更しようとするときも、また同様とする。 

第20条     本会の事業年度は、毎年１月１日から12月31日までとする。 

第４章  会計 

第21条     理事長は、毎事業年度の収支予算を農林水産大臣に提出してその認可を受けるもの

とする。これを変更しようとするときも、また同様とする。 

第22条     本会の業務上の余裕金を、次に掲げる方法以外の方法によつて運用しようとすると

きは、農林水産大臣の許可を受けるものとする。 

(1) 金融機関への預金 

(2) 国債、地方債証券、政府保証債券（その債券に係る債務を政府が保証している債券を

いう。）、放送債券又は農林債の債券の保有 

第23条     本会は、毎事業年度、剰余金の２分の１に相当する金額を、当該事業年度の終了後

３月以内に国庫に納付するものとする。 

第24条     本会は、２億円に達するまでは、毎事業年度、剰余金の10分の１に相当する金額（１

億円に達するまでは、剰余金の額から前条の規定により国庫に納付すべき金額を控除した

残額）を損失
、

て
、

ん補準備金として積み立てるものとする。 

２  前項の準備金は、損失の
、

て
、

ん補に充てる場合を除いては、取りくずさないものとする。 
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第25条     本会は、次条第３項に規定する剰余の額から同項の規定により特別振興資金に充て

る金額を控除してなお残額があるときは、その残額を特別積立金として積み立てるものと

する。 

第25条   の２  本会は、第18条第３項及び第４項に規定する業務（以下「特別振興事業」とい

う。）並びに給付金交付業務について、特別振興資金を設けるものとする。 

２  本会は、特別振興資金に係る経理については、一般の経理と区分して整理するものとす

る。 

３  本会は、第23条の規定による納付及び第24条第１項の規定による積立てをしてなお剰余

があるときは、その剰余の額のうち全部又は一部を特別振興資金に充てるものとする。こ

の場合において、特別振興資金に充てる金額は、第19条の認可を受けた事業計画を踏まえ

て第27条の承認を受けた貸借対照表に記載した金額とする。 

４  特別振興資金の運用によつて生じた利子その他当該資金の運用又は使用に伴い生ずる

収入は、前条の規定にかかわらず、当該資金に充てるものとする。 

５  特別振興資金は、第22条の規定により運用する場合のほか、一事業年度において、当該

事業年度の前事業年度末における特別振興資金の額に前２項の規定により当該事業年度に

特別振興資金に充てられた額を加えて得た額のおおむね10分の９に相当する金額以内にお

いて、特別振興事業及び給付金交付業務に必要な経費に充てる場合に限り、運用し、又は

使用することができる。 

第26条     本会は、毎事業年度、第24条第１項の損失
、

て
、

ん補準備金を損失の
、

て
、

ん補に充ててな

お損失があるときは、これを次年度に繰り越すものとする。 

第27条     理事長は、毎事業年度、財産目録、貸借対照表及び損益計算書を作成し、当該事業

年度の終了後３月以内に、農林水産大臣に提出し、その承認を受けるものとする。 

附  則 

１  この定款は、本会成立の日（昭和29年９月16日）から施行する。 

２  本会の最初の事業年度は、本会の成立の日から昭和29年12月31日までとする。 

附  則 （昭和31年９月１日） 

この定款の改正は、昭和31年９月１日から実施する。 

附  則 （昭和32年１月１日） 

この定款の改正は、昭和32年１月１日から実施する。 

附  則 （昭和33年10月４日） 

この定款の改正は、昭和33年10月４日から実施する。 

附  則 （昭和40年７月１日） 

この定款の改正は、昭和40年７月１日から実施する。 

附  則 （昭和41年７月７日） 

この定款の改正は、昭和41年７月７日から実施する。 
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附  則 （昭和53年12月７日） 

この定款の変更は、農林水産大臣の認可のあつた日（昭和53年12月６日）から実施し、昭

和53年７月５日から適用する。 

附  則 （平成３年９月13日） 

１  この定款の変更は、平成３年９月16日から実施する。 

（経過措置） 

２  この定款の変更の際現に副理事長である者は、変更後の日本中央競馬会定款（以下「変

更後の定款」という。）第９条第２項の規定により副理事長として任命されたものとみな

す。 

３  この定款の変更の際現に副理事長、理事又は監事である者の任期は、変更後の定款第10

条第１項及び第２項の規定にかかわらず、この定款の変更の際におけるこの定款の変更前

の日本中央競馬会定款第10条第１項の規定によるその者の副理事長、理事又は監事として

の残任期間と同一の期間とする。 

４  本会は、平成３事業年度において、日本中央競馬会定款第25条の規定による特別積立金

のうち450億円を変更後の定款第25条の２第１項の特別振興資金に、120億円を変更後の定

款第25条の３第１項の特別給付資金に充てるものとする。 

   附 則（平成16年12月22日） 

１ この定款の変更は、平成17年１月１日から実施する。 

２ この定款の変更前に実施された競走については、変更前の日本中央競馬会定款（以下「変

更前の定款」という。）第18条の２及び第25条の３の規定は、平成17年３月31日までの間、

なおその効力を有する。 

３ 本会は、平成17年３月31日において、前項の規定によりなおその効力を有するものとさ

れる変更前の定款第25条の３第１項の特別給付資金に属する資産及び負債については、変

更後の日本中央競馬会定款第25条の２第１項の特別振興資金に帰属させるものとする。 

   附 則（平成19年８月31日） 

１ この定款の変更は、平成19年９月１日から実施する。 

２ この定款の変更の際現に在職する副理事長又は理事である者は、それぞれこの定款の変

更の実施日に変更後の日本中央競馬会定款（以下「変更後の定款」という。）第９条第２

項の規定により副理事長又は理事として任命されたものとみなす。この場合において、そ

の任命されたものとみなされる者の任期は、変更後の定款第10条第１項及び第２項の規定

にかかわらず、この定款の変更の実施日における変更前の日本中央競馬会定款（以下「変

更前の定款」という。）第10条第１項及び第２項の規定による副理事長又は理事としての

それぞれの任期の残任期間と同一の期間とする。 

３ 前項の規定により副理事長又は理事として任命されたものとみなされる者の任期（定款

の変更の際欠けている副理事長又は理事がある場合には、その役員の残任期間）の満了に



（日本中央競馬会定款－8－） 

 

より任命される者の任期は、変更後の定款第10条第１項及び第２項の規定にかかわらず、

副理事長にあっては平成23年２月28日まで、理事にあっては平成21年２月28日までとする。 

４ この定款の変更の実施日の前日において運営審議会の委員である者の任期は、変更前の

定款第15条第２項において準用する第10条第２項の規定にかかわらず、その日に満了する。 

５ この定款の変更の際現に存する役員及び職員の給与に関する規約については、その制定

について変更後の定款第６条の３第２項の規定による経営委員会の議決を経た同項第５号

の規程とみなす。 

   附 則（平成27年７月17日） 

 この定款の変更は、農林水産大臣の認可のあった日（平成27年７月17日）から実施する。 

附 則（平成27年10月19日） 

 この定款の変更は、平成27年11月１日から実施する。 

附 則（平成28年３月22日） 

 この定款の変更は、平成28年４月１日から実施する。 

附 則（令和８年２月４日） 

この定款の変更は、令和８年３月１日から実施する。 

附 則（令和８年９月１日） 

この定款の変更は、令和８年９月10日から実施する。 

 


